土木学会東日本大震災被害調査団（地震工学委員会）緊急地震被害調査報告書
９．２．１ 道路橋
１）平成2 年技術基準以降の橋梁
（１）仙台東部道路仙台東ＩＣ前の高架橋橋脚天頂部で支承周りが損傷し，橋桁がわずかに橋軸直角方向に移動していた．







写真9.2.1-1 支承取り付け部の損傷と橋桁の橋軸直角方向への移動

（２）仙台東部道路
仙台東部道路は，交通量が約16,000 台/日の高架構造の道路である．そのうち，仙台東～仙台港北間（延長4,390m）は，平成13 年8 月1 日に供用開始しており，設計が平成9 年であり，平成8年道路橋示方書が適用されている．国土交通省東北地方整備局で設計施工が行われ，NEXCO 東日本（以下，NEXCO 東と略す．）で維持管理が行われている．東北地方太平洋沖地震の地震動による被害は，2 支承線の積層ゴム支承の破断を除いて軽微であった．以下，積層ゴム支承の破断について説明する．
橋脚P56 上において，1 支承線上の積層ゴム支承すべてが橋軸直角方向に破断した．外桁(G1, G8)には設計反力156t，寸法520×570×225mm の積層ゴム支承，内桁(G2-G7)には設計反力101t，寸法470×520×212mm の積層ゴム支承が設置されていた．写真9.2.1-2(NEXCO 東提供)に示すように，G8 では水平移動50cm，段差50cm が生じた．NEXCO 東の担当者からのヒアリングでは，ジョイントプロテクターはボルト部で破断していた．路面上でも段差が生じており，フィンガージョイント部の段差を写真9.2.1-3(NEXCO 東提供)に示す．3 月30 日時点では，写真9.2.1-4 に示すようにベントにて仮支持が行われている．
写真9.2.1-5 に示す橋脚P52 上においても，1 支承線上の積層ゴム支承すべてが橋軸直角方向に破断した．主桁G1-G8 には，設計反力244t，寸法720×720×329mm の積層ゴム支承が設置されていた．
写真9.2.1-6(NEXCO 東提供)に示すようにG1 で水平移動15cm が生じていた．積層ゴム支承の破断面を観察したところ，内部鋼板とゴムの接着面での部分的な剥離が生じたものがあり，写真9.2.1-7 に示すように積層ゴムの上部で破断したものや，写真9.2.1-8 に示すように積層ゴムの中段で破断したものがあった．また，写真9.2.1-9 に示すように積層ゴムが破断するまでに内部鋼板の一部に大きな塑性変形が生じたものも見られた．NEXCO 東は積層ゴムの破断原因について調査を行う予定である．







写真9.2.1-2 積層ゴム支承の橋軸直角方向への破断(P56 橋脚,G8 桁)(NEXCO 東提供)











写真9.2.1-3 路面上フィンガージョイント部(P56 橋脚)の段差(NEXCO 東提供)







写真9.2.1-4 積層ゴム支承が破断したP56 橋脚のベントによる仮支持







写真9.2.1-5 積層ゴム支承が破断したP52 橋脚9-5













写真9.2.1-6 積層ゴム支承の橋軸直角方向への破断(P52 橋脚,G1 桁)(NEXCO 東提供)









写真9.2.1-7 積層ゴムの上部で破断(P52 橋脚)








写真9.2.1-8 積層ゴムの中段で破断(P52 橋脚)9-6
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写真9.2.1-9 内部鋼板の一部が大きく塑性変形した積層ゴム支承(P52 橋脚)

（３）東松島大橋
鳴瀬川・吉田川に架かる2006 年に竣工した橋長385m，幅員10.75m の9 径間連続鋼鈑桁橋橋梁である．耐候性無塗装の少数３鈑桁であり，送り出し架設工法による架けられた．
地震により，支承部に残留変形が発生しているが，躯体部には特に損傷は見受けられない．橋台部と橋脚部の距離が短くなる方向に支承の残留変形が生じているが，橋台部が河川側に移動したためと考えられる．
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写真9.2.1-10 東松島大橋の全景と橋台部と橋脚部の支承の残留変形

以前の設計基準で改修された橋脚での損傷例

（６）天王橋
国道45 号の天王橋は，旧北上川に架かるトラス橋である．昭和34 年に完成している．写真9.2.1-35 に示すように車道橋と歩道橋から構成されている．写真9.2.1-41 は1978 年宮城県沖地震で生じた同橋の鋼製ピン支承が設置されている橋脚頂部のコンクリートの損傷状況である．地震後に，橋脚頂部を巻き立て，支承縁端距離を長くするように補強されたため，今回の地震では写真9.2.1-41 のような橋脚頂部の被害は生じていないが，1978 年と同様に固定側の鋼製ピン支承付近に損傷が生じており，鋼製ピン支承が地震に対して損傷しやすい部材であることがわかる．
歩道橋においても，鋼製支承部に損傷が確認され，写真9.2.1-42 に示すように固定側のピボット支承の沓座コンクリートの損傷，写真9.2.1-43 に示すように可動側のローラー支承のローラーの逸脱が見られ，ローラー支承には写真9.2.1-44 に示すようにサンドルによる仮支持が行われていた．










写真9.2.1-41 1978 年宮城県沖地震における鋼製ピン支承が設置されている橋脚頂部のコンクリートの損傷


写真9.2.1-40 鋼製ピン支承のアンカーボルトの抜け出し

（７）新天王橋
新天王橋は，平成14 年9 月完成，平成8 年道路橋示方書が適用されている．平成15 年12 月に三陸自動車道石巻河南IC~河北IC 間の開通とともに供用開始している．写真9.2.1-45 に示すように，橋長426.6m の鋼床版箱桁橋である．平成8 年道路橋示方書に基づく積層ゴム支承及び落橋防止構造が写真9.2.1-46 に示すように設置されていた．今回の地震による損傷は確認されなかったが，写真9.2.1-47 に示すように橋台と擁壁の境界部に目開きが見られた．










写真9.2.1-47 橋台と擁壁の境界部の目開き
（８）飯野川橋
新飯野川橋は国道45 号が北川川を横架する箇所に位置する3 径間連続鋼版桁2 連からなる橋長441.5m の橋である（写真9.2.1-48）．下部構造は，橋脚部ではケーソン，橋台では鋼管杭である．新飯野川橋では1978 年宮城県沖地震の際に，P4 上のピン支承のピンは切り欠き部で折損し，キャップボルトが破断してピンキャップが抜け落ちた．このため，上沓は下沓に対して橋軸直角方向に48mm 移動した2)．
現在では，写真9.2.1-48 に示すように，橋脚は1 橋脚おきに鋼板巻き立て補強され，ピン，ローラー支承は写真9.2.1-49 に示すように，上部に滑り支承を有する積層ゴム支承に置き換えられている．また，橋台部には写真9.2.1-50 に示すようにビンガムダンパーが設置されている．下部構造に地震時水平力を分担させ，橋脚の地震時水平力の分担を低減した一種の耐震補強策と考えられる．
今回の地震ではそれほど問題は起きていないが，写真9.2.1-51 に示すように，支承と桁のセットボルトのゆるみが生じていた．このボルトは上側の地震力に抵抗するためにも重要であるが，震度法ベースで設計されているだけであるため，径が小さく，地震時保有耐力法ベースで支承及び桁システムとして見た水平力，上下方向力のバランスを欠いていると考えられる．







写真9.2.1-51 支承と桁のセットボルトのゆるみ
鉄道橋について
１）東北新幹線
（１）長町高架橋
長町駅は，仙台駅の南約5km のところに位置する．宮城県沖地震（1978 年6 月）以前に設計された高架橋であり，現在の耐震基準に従い設計される構造よりもせん断補強鉄筋量は相当に少ない．さらに，RC ラーメン高架橋の起点側，もしくは終点側に位置する端部の柱は，各高架橋ブロックの間に架かるRC 単純桁を受ける横はりの存在のため，高架橋中間位置にある柱に比べ長さが短く，せん断スパン比が小さい．このため，写真9.2.2-2 に示すように，新幹線ラーメン高架橋には，端部の柱にせん断による損傷が生じたものがあった．




写真9.2.2(b) せん断損傷







一部には，かぶりコンクリートが剥落し，内部のコアコンクリートも相当に損傷している柱もある．ラーメン高架橋端部の柱に表れるせん断による損傷は，三陸南地震の際の東北新幹線，新潟県中越地震の際の上越新幹線と同じパターンである．なお，せん断ひび割れの損傷面から，この地区のラーメン高架橋は，線路軸直角方向への応答が卓越したと思われる．
JR 東日本の新幹線は，兵庫県南部地震（1995 年）以降，せん断破壊先行型の高架橋柱を対象とする緊急耐震補強対策の中で約3,100 本が，その後，三陸南地震（2003 年5 月）を経て高架橋柱の対策エリアが拡大され，約15,400 本の柱のせん断補強を終えている．JR 東日本では，耐震性能の弱いものから順次耐震補強を行うこととしている．現在，2 次対策として，曲げ破壊先行型の柱のうち耐震性の低い柱の補強にも着手しており，6,700 本を対象に補強を実施中である．せん断補強の実施の有無は，部材の曲げせん断耐力比（Vu×a / Mu > α，ここにVu は部材せん断耐力，aはせん断スパン，Mu は終局曲げモーメントであり，α は破壊モードを判定する際の閾値）に基づき判定されている．今回，別にも示されるように，せん断補強が実施されていない柱で，せん断による損傷が見られている．これは，破壊モードの判定上，せん断破壊先行型と見なされない部材でせん断損傷が生じていることになる．部材のせん断耐力の評価式や材料強度が持つバラツキ，柱周辺の道路や地盤の拘束による実質的なせん断スパンの減少などが影響した可能性がある．今後，せん断破壊先行型部材と判定されず，せん断補強が見送られた部材で生じた損傷の原因を分析し，この種の部材に対する補強対策を検討する必要がある．なお，JR 東日本によると，今回長町エリアでせん断により損傷した部材は，現在進められている2 次対策の耐震補強の対象柱として既に選定され，補強方法も決定しているとのことである．復旧工事では，大きく損傷したものは帯鉄筋を増やしてRC 巻き立て補強（写真9.2.2-3），かぶりコンクリートが剥落せず，その表面にせん断ひび割れが表れたものはエポキシ樹脂注入（写真9.2.2-4）が施されている．また，応急復旧として，鋼板による巻き立て補強の前に，損傷したかぶりコンクリートを断面修復した状態のものがあった．このうちの一部において，4 月7 日に発生した余震（Mw=7.1）により，再度，修復したかぶり部分が剥落している例も見られた（写真9.2.2-5）． 















写真9.2.2-5 本震後に断面修復したRC 柱で
生じた余震（4 月7 日）による損
改修部での破壊例
（４）第５猪鼻高架橋
2003 年5 月26 日に発生した三陸南地震により，岩手県内新花巻駅と盛岡駅間にある第5 猪鼻高架橋が損傷した．損傷した柱は，無収縮モルタルやエポキシ樹脂注入，あるいは鋼板巻きによる補強等が施されていた．
コンクリート委員会 三陸南地震被害分析研究小委員会（委員長：名古屋工業大学 梅原秀哲教授）がまとめた資料3)によると，第5 猪鼻高架橋R13～R15 の始点側および終点側に位置するRC柱にかぶりコンクリートが斜めひび割れにより剥落するほどの大きな損傷が生じた．前記の長町高架橋と同じく，各高架橋ブロックの間に架かるRC 単純桁を受ける横はりの存在のため，高架橋中間位置にある柱に比べ長さが短く，せん断スパン比が小さいことが端部にあるRC 柱にせん断による損傷が表れやすい理由である．なお，曲げせん断耐力比は，端部に位置する柱（桁受け部）で0.70，中間位置にある柱で0.78 である．第5 猪鼻高架橋は，1977 年頃に建設された構造物であり，設計に用いた適用基準は，「全国新幹線網建造物設計標準（東北，上越，成田用） 1972（S47.6）」および耐震基準については，「建造物設計標準 鉄筋コンクリート構造物および無筋コンクリート構造物，プレストレストコンクリート鉄道橋 1970（S45.3）」である．第5 猪鼻高架橋の設計時の断面諸量は，以下のとおりである．
端部に位置する柱（桁受け部）；
・断面寸法：85cm×85cm
・せん断スパン比：3.43
・軸方向鉄筋比：2.85%（D29 32 本）
・帯鉄筋比0.1～0.2%（D13 150-300mm 間隔）
中間位置にある柱；
・断面寸法：85cm×85cm
9-30
・せん断スパン比：3.69
・軸補講鉄筋比：2.67%（D29 30 本）
・帯鉄筋比0.1～0.2%（D13 150-300mm 間隔）
(a) 三陸南地震後に撮影 (b) 東北地方太平洋沖地震後に撮影
写真9.2.2-13 第5 猪鼻高架橋の損傷の様子（R13～R14)
(a) 三陸南地震後に撮影 (b) 東北地方太平洋沖地震後に撮影
写真9.2.2-14 第5 猪鼻高架橋の損傷の様子（R15)
東北地方太平洋沖地震の後，改めて第5 猪鼻高架橋の損傷状況を観察した．三陸南地震で被災した直後と，今回の地震後の様子を比較したものを写真9.2.2-13 と写真9.2.2-14 に示す．三陸南地震後に実施された鋼板巻き立て補強（せん断補強）が有効に機能し，第5 猪鼻高架橋R13~R15 にあるRC 柱に損傷は観察されなかった．なお，第5 猪鼻高架橋R13 の南に隣接する高架橋R12 は，写真9.2.2-15 に示されるように，三陸南地震後に特に耐震補強は実施されていない．せん断破壊先行型部材ではないとの判断によるものと推察される．高架橋R12 の端部に位置する柱には，曲げによる損傷は特に観察されず，今回の地震により生じたせん断ひび割れが確認された．かぶりコンクリートが剥落するほどのせん断損傷ではなく，これだけでは，さらに大きな地震力を受けた後に呈する破壊モードを判断できない．今後，設計図面等に基づき，解析的な検討が必要である．しかしながら，過去に大きくせん断により損傷した高架橋に隣接しており，外観的には構造諸元に大きな違いがあるように見えないことなどから，このような部材の破壊モードの判定はより慎重に行われるべきと考える．第3 愛宕高架橋R1 やR2 の三陸南地震での損傷を考えると，これらに隣接する柱の曲げせん断耐力比は，せん断破壊先行型と曲げ破壊先行型を分ける閾値付近にあると思われ，せん断により損傷し易い構造諸元を有していると推察される．地震時に受ける繰り返しの曲げとせん断力に対して，安定して曲げ破壊を呈するRC柱部材により高架橋を構成するのが望ましいのは，現行の各種耐震基準にも示されている通りである．兵庫県南部地震以降，継続して実施されている耐震補強を着実に進め，この種の構造の耐震性能を高めることで，最新の耐震設計基準で設計されている構造物との耐震性能の差を小さくする努力が今後も求められる．
東日本大震災 第一次総合調査団中間とりまとめ（案）
2011年4 月土木学会・日本都市計画学会・地盤工学会　東日
復旧に時間を要した電化柱の破損東北新幹線で、約540箇所でプレストレストコンクリート製（PCポール）の電化柱の傾斜・ひび割れ・折損が確認された（写真1）。今回の地震動の特徴として、規模が大きいことに加え、継続時間が長いことがあげられる。そのため、電化柱には荷重が繰り返し載荷され、電化柱の基部に損傷が集中し、かぶりコンクリートが圧壊して飛び散り、中空断面の電化柱が倒壊に至ったと想定される。PC ポールの電化柱の耐震性能については過去に検討がなされている。電化柱の基部を基礎コンクリートに剛結せずに、周囲に砂を敷いて、表面には数10mm の厚さのモルタル（ヒューズの役割）で被覆し、地震時にモルタルが破損して、損傷が一箇所に集中しないような配慮が施されていた。ただ、それが十分機能していない箇所で電化柱の折損が生じた可能性がある。過去の地震でも電化柱の損傷は確認されているが、今回の地震では損傷した電化柱の数が多く広域に渡っているため、取り替え作業に時間がかかっていて、運転再開のネックとなった。
東北新幹線では、約540箇所でプレストレストコンクリート製の電化柱の傾斜・ひび割れ・
折損が確認された。電化柱は、基本的には基部の周囲に砂を埋め、地震時に動きやすくして
折損を防ぐ構造としていたが、常時において電化柱を固定するために上部に入れたモルタル
量が多く、電化柱の基部が動きにくくなったものに折損等が多く見られた。






写真1 東北新幹線の電化柱の損傷
新幹線の電化柱の補強と復旧
鉄道高架橋における電化柱の破壊・傾倒は、過去の地震においても生じていた。ただ、阪神大震災以降、耐震設計、耐震補強技術について大幅な進展が図られ、被害が軽微に抑えられて早期の復旧もなされた高架橋構造物に比べ、広域にわたって被災した電化柱は、1本ごとの取り換え時間が長く、復旧に時間がかかり、新幹線の運転再開のボトルネックとなった。プレストレストコンクリート製の電化柱は遠心分離成形で作られるために中空であることから、かぶりコンクリートが剥落すると脆性的に破壊する。これまでの研究から、電化柱の応答を減衰させ、基部での応力集中を防ぐために、砂を電化柱の基部周囲に敷設していた。また、電化柱の基部を鋼板で巻くなどの補強がなされているものもあった。
電化柱の地震時の挙動は、高架橋の振動と連成するので、このような対策が取られていても破壊に至るものがあったことから、コンクリート製の電化柱の耐震性能の向上については継続的に調査研究が必要と思われる。なお、今回の震災で取り替えられる電化柱には脆性的な破壊をしない鋼管製のものが多く用いられている。
電化柱については、破損原因の究明や今回の復旧作業のプロセスの検証を行い、耐震補強を実施し、加えて早期復旧に必要な課題を明確にし、改善を検討する必要があると思われる。
広域にわたって500本を超える電化柱が破壊・傾倒し、その復旧に多くの時間を要した。今後は、原因を究明した上で耐震補強を実施し、加えて復旧方法の検討を行う必要があると思われる。
















写真1 取り替えられた鋼管の電化柱と、倒壊した写真2 電化柱の取り替え作業
コンクリート電化柱が据え付けられていた台座


市街地火災からの広域避難場所等の再点検
首都直下地震の被害想定においては、津波によって市街地が被災を被る可能性は少ないとされ、津波による被害については十分には想定していない。しかしながら、東北地方太平洋沖地震においては、荒川を遡上する波が観測されている。今回の地震は直下型地震とは異なるので、直下型地震での大規模な津波発生の可能性を裏付けるものではないが、今一度、津波の可能性について再点検する必要がある。
一方、首都直下地震時の主要な被害の１つであるとされる市街地火災については、稠密に立地した木造を主体とする市街地では同時多発火災の可能性が高い。地震発生後、直ちに避難をしなければならないかどうかの避難の緊急性は今回の津波からの避難に比較すれば相対的に低いと考えられるが、避難時の自家用車等の使用による混雑・渋滞の結果、避難の遅れ等によって避難場所にたどり着くことができない可能性について検討を加え、市街地火災からの広域避難場所等の再点検を行うことが必要である。
首都直下地震の場合、稠密に立地した木造を主体とする市街地では同時多発火災の可能性が高い。避難時の混雑による避難の遅れ等によって避難場所にたどり着くことができない可能性について検討を加え、市街地火災からの広域避難場所等の再点検を行うことが必要である。

まちづくりと連携したライフライン整備とリスク分散システムの確立
被害が甚大であった沿岸部の都市や集落では、ライフライン整備の技術的な可能性をふまえ、まちづくりと連携した空間設計について、早急な調査や研究が必要である。特に人や物の流れを支える交通システム（駅、港湾・漁港、鉄道、道路など）は、市街地の骨格を形成するため、長期的な視点に根ざした調査・研究に早急に着手すべきである。
また、仙台市のガス供給施設など、ライフラインの分散化の防災効果も認められたことから、広域災害を念頭においた、効果的な施設整備や機能連携方策についても具体的な検討がなされるべきである。
甚大な被害を受けた沿岸部の諸都市や集落では、まず災害に強い空間設計のあり方が示されるべきであり、それをライフライン施設が支える必要がある。しかし事態の緊急性を鑑みれば、その主従関係にとらわれる必然性は小さい。ライフライン整備の技術的可能性をふまえ、防災や環境影響に配慮した新しい空間構成の代替案を、まちづくりと連携して調査、研究すべきであろう。
また、各種のライフラインの被災実態からは、あらためて、施設（ノードおよびリンク）の分散化が効果的な被害影響の軽減につながることが確認された。今回のような広域災害に対する機能の分散化効果を検証し、より適切な施設機能連携のあり方や、投資額も考慮した、その実現に資するインフラ整備計画について早急に調査研究を開始すべきである。- 67


あとがき～地域基盤の総合的フェイルセイフ化に向けて～
東北太平洋沖地震（M9.0）は、東日本のほぼ全域にわたり地震動と津波による甚大な被害をもたらした。約2万8000人という主として津波による死者・行方不明者数は、衛生環境・情報環境・技術環境の違いを考慮すれば、その被害の深刻さが関東大震災（約10万5000人）や東京大空襲（約10万人）にも匹敵することを語っているし、約400km2という市街地・農地・漁業施設などを飲み込んだ津波による浸水面積は、太平洋戦争時に全国の都市が空襲によって焼失した面積（530km2）にも相当し、被害の広がりと規模の大きさを示している。また、港湾地区などを中心にして、工場などの産業施設も大きな被害を受けたが、現代の技術的にも精緻化され、また巧妙にネットワークされた産業構造下においては、震災の経済的な影響もたちまち広域化し、また復旧も長期化することが懸念されている。さらに、津波を起源として生じた福島第一原発の事故は技術システムと危機管理というものに対する国民の信頼を揺るがし、電力不足やモノ不足は、大都市の便利な生活や効率的な産業運営が極めて脆弱な前提の上に成り立っているものであることを誰の目にも明らかにした。
まずは、被災者の救済と被災地域の再建（生活再建、生業再建、安全再建）に全力をあげることが最重要であるが、それとともに災害国といわれるわが国が災害現象に対してこれまで培ってきた対応方法をよくよく検証し必要な修正や改良を図ること、東海・東南海・南海地震の連動発生に対する具体的備えを進めること、大都市や産業ネットワークの「脆弱性」を克服し頑健化を図ることの３点もまた急務といわざるをえない。その一方で、災害に対してこれまで蓄積されてきた成果や営々と積み重ねられてきた努力が間違ったものではなかったことを物語る例も少なくない。例えば、過去の津波の記憶を継承し訓練や教育によって対災意識を高めることが避難効果を顕著に高めたケースも報告されているし（片田敏孝氏、WEDGE2011年5月号）、岩手県普代村では、三陸津波で2000名も犠牲を出した経験を踏まえ12年もかけて整備された普代川河口の防潮水門（高さ15.5m）と太田名部の防潮堤が今回は立派に村を守ってくれたとされている（岩手日報2011年4月23日）。近年建設された東北本線長町付近の在来線コンクリート高架橋はほとんど無傷、昭和50年代に建設された東北新幹線のコンクリー- 81 -62ト高架橋でも早期に補修・復旧が可能な範囲の比較的軽微な損傷にとどまった。これは阪神･淡路大震災（1995年）における手痛い経験を踏まえて大幅に変更された耐震設計の思想と既存構造物の補強工法の妥当性を検証する一石となった。また、非常時の組織運営や災害時を踏まえた国土統治のありかたについて考えさせられる例としても、自衛隊や国土交通省東北地方整備局などの組織による、迅速かつ統制のとれたしかも柔軟で精力的な対応が緊急活動の効果を高めたことが紹介されている（麻生幾氏、文芸春秋2011年5月特別号）。構造物における現行の耐震設計の思想は、敢えて簡潔に要約すると「巨大な外力が作用した際には損傷が生じてしまうものの、その損傷を早期に復旧が可能な範囲にとどめ、人命を損なう事態につながるようなものにさせないこと」というものである。この考え方は上述のように今回の地震動で否定されることはなかった。鉄道などのシステムの安全設計では「フェイルセイフ化」という考え方が昔から基礎に置かれている。これは、何か間違った扱いをした場合であっても、あるいは何かおかしな事象が生じた場合であっても、できるだけ事態が悪い方向にはいかないように技術的・制度的にシステムを設計するという考え方である。古典的な例を挙げると、信号機が何らかの理由で消灯した場合には「赤現示」とみなすルールになっているし、列車を構
成する車両が何らかの理由でばらばらになるとブレーキ管から空気が抜けてしまい自動的にブレーキがかかるようになっている等である。前述の耐震設計の考え方も、まさしくこのフェイルセイフ化の考え方を構造物に具現化しているものといえよう。今回の津波災害は、既存の最大測定値や防潮堤など施設の設計値を大きく上回るような巨大な災害が確率は低いとはいえ現実に発生するという科学的事実を誰の目にも明らかにし、人間がこのような巨大災害にどのように「備える」べきかという問題（すなわち「超過災害対策」）から目を逸らすことなく真剣に解答を見出さなければならないという必須の要請を国民に突きつけるものとなった。その際に、基本となりうる理念が、地震動に対する構造物設計などでも基礎に置かれている上記のフェイルセイフ化の考え方ではないだろうか。そして、このような考え方を地震動ばかりでなく津波や河川洪水など種々の災害に対して拡大するとともに、構造物などの施設単体にとどまらず、避難などソフト面の諸施策を含めた地域基盤システム全体の計画・設計・マネジメントの改善へと適用していくことが必要であろう。すなわち、ある水準までの作用外力に対しては「防災＝被害を出さない」、その水準以上の作用外力に対しては「減災＝被害は生じるものの早期復旧が- 82 -63可能な範囲にとどめ、少なくとも人命を損なうといった破滅的事態を生じさせない」というフェイルセイフ化を総合的な施策によって図るということである。「防災」と「減災」の範囲を決める作用外力の「水準」は、理学的な知見のみならず、当然、社会的合意のプロセスに基づいて決められるべきものであろう。
甚大な被害をもたらした巨大な津波への備えについても、各種の施設整備、地形など自然条件や地域の生業のありように応じた住まい方とそれを踏まえた市街地整備、あるいは避難・教育・備蓄などといったハード面・ソフト面の諸施策を総合的に講じることにより、地域の総合的なフェイルセイフ化が図られるべきである。その解は決して単純なものではない。その際には、湾口防波堤や防潮堤・防潮水門等の施設において、設計津波高さを越えた津波が襲来した際にそれらの施設が発揮しうる減災効果や、越流後の津波流の挙動をも考慮した施設設計のあり方などについても十分な検討が必要だろう。また、今回の災害下、三陸自動車道が役に立っていることがしばしば指摘されているところであるが、（特に交通密度の少ない地域における）道路ネットワークのあり方や個々の道路整備事業の事前評価のあり方についても、以上のようなフェイルセイフ化の視点にたって、通常時の交通機能発揮の観点（従来の評価方法）と災害時の機能確保の観点とを切り分けた、より実際のニーズに合った改善が喫緊の課題であろう。以上、第一次総合調査団の現地調査と阪田憲次団長をはじめとする様々な専門分野の団員諸氏ならびに関係団体の方々との意見交換を通じて感じたことの要点を、あくまで私見として整理して述べさせていただいた。末筆ながら一言。柳田邦男氏は、「想定外」事象に適切に対処できるようにするためには、豊かな『想像力』をもつこと最も重要であると指摘している（文藝春秋2011年5月特別号）。筆者も全く同感である。これに敢えて付け加えさせていただくならば、有りうるであろう不都合な事態から、個人としても組織としても『目を逸らさないこと』を挙げておきたい。
東日本大震災 第一次総合調査団
家田 仁（東京大学教授）


被災地の復興と安全な国土の形成のための土木学会の取り組み
投稿者：事務局 投稿日時：月, 2011-04-18 18:39 
４月１８日　東日本大震災特別委員会　記者発表
　東北地方太平洋沖地震発生から約一カ月が経過した。この間に当学会として、第一次総合調査団をはじめ各種調査団を派遣し、専門的な調査分析をすすめ、去る８日、１１日には速報会を実施してその概要をインターネットに公開した。
今後は、この調査で得られた多くのデータを分析し、以下のような復興へ向けた、具体的活動と地震の活動期に入ったとされる日本列島の安全性向上のため情報発信を行っていく。
１．調査分析結果のとりまとめ
　４月中を目途に、緊急的な報告書を公開する
２．特定テーマ委員会の設置
　課題ごとの特定テーマ委員会を設置し、専門家による議論をもとに情報の提供を行う。
（１）今回の地震・津波の経験を踏まえた提言や知見を全国に向けて発信し、また教育・啓発活動などの充実を図る。
安全特定テーマ委員会
既存の社会基盤施設による防災及び運用や避難行為といった災害に対する総体的な安全対策の考え方を整理し、その向上策を検討することとする。さらに土木学会の各種基準類についても、今回の地震・津波の分析に基づき必要に応じてそれらを反映させる。また、教育・啓発活動などの充実を図る。
学際的連携
土木学会の活動に当たっては、28の既存の専門的委員会の知見と組織を最大限活用するとともに、地震学などの科学分野、官庁、民間分野など広範な専門家との連携により、人々の生命財産を守るための活動の先頭に立ち、整合性、総合性のある成果を目指す。
（２）極めて広範囲かつ状況の異なる地域の復興計画に資する支援対策を作成するため当面以下の特定テーマ委員会を設置する。
津波特定テーマ委員会
発生した巨大津波を歴史的に得られている多くのデータを基に、新たな評価を行い、今後の施設計画、地域計画に資するデータを提供する。解析に時間を要するため、復興へのタイミングに沿ったデータ・知見を順次公表していく。
地域基盤再構築特定テーマ委員会（日本都市計画学会共同実施）
被災地域の復興方策について、生活再建、生業再建、安全再建の視点から総合的に調査分析し、地域基盤再構築の方向性やそのために必要な具体的方策について迅速に提案する。
復興施工技術特定テーマ委員会
施工技術を活かし迅速かつ効率的な復興を可能にする技術を紹介するとともに、活用に当たって専門家による相談に応じ必要に応じて専門家派遣を行う。→土木専門家情報センター構想との連動
液状化特定テーマ委員会（地盤工学会共同実施予定）
東京湾岸域を中心に関東全域に及んだ液状化現象を調査分析するとともに、モデル地域による詳細検討を行って、液状化災害発生に備える対策を提案する。
土木専門家情報センターの設置
さまざまな分野の専門家不足を補うために、専門家情報入手をサポートするセンターを立ち上げる。学会東北支部を核としつつ、震災状況を考え、支部と本部連携のもとに開設する。必要な人材は、全国の学会員からの募集など含め、幅広く可能な人材登録をすすめる。　
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仙台東部道路仙台東ＩＣ前の高架橋

橋脚天頂部で支承周りが損傷し，橋桁がわずか

に橋軸直角方向に移動していた．
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Žx�³�ü�ã‚Ì�Ï‘wƒSƒ€Žx�³‚·‚×‚Ä‚ª‹´Ž²’¼Šp•ûŒü‚É”j’f‚µ‚½

�DŠOŒ…

(G1, G8)

‚É‚Í�ÝŒv”½—Í

156t

�C�¡–@

520×570×225mm 

‚Ì�Ï‘wƒSƒ€Žx�³�C“àŒ…

(G2

-

G7)

‚É‚Í�ÝŒv”½

—Í

101t

�C�¡–@

470×520×212mm 
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G8 

‚Å‚Í�…•½ˆÚ“®

50cm

�C’i�·

50cm 

‚ª�¶‚¶‚½

�D

NEXCO 

“Œ‚Ì’S“–ŽÒ‚©‚ç

のヒアリングでは

，ジョイントプロテクターはボルト部で破断

していた．

路面上でも段差
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)
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